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諮問事項に係る法令（抜粋）

森林法

（昭和二十六年六月二十六日法律第二百四十九号）

第五条  都道府県知事は、全国森林計画に即して、森林計画区別に、その森林計画区に係

る民有林（その自然的経済的社会的諸条件及びその周辺の地域における土地の利用の動

向からみて、森林として利用することが相当でないと認められる民有林を除く。）につき、

五年ごとに、その計画をたてる年の翌年四月一日以降十年を一期とする地域森林計画を

たてなければならない。

２  地域森林計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 その対象とする森林の区域

二 森林の有する機能別の森林の所在及び面積並びにその整備及び保全の目標その他

森林の整備及び保全に関する基本的な事項

三 伐採立木材積その他森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く。） 
四 造林面積その他造林に関する事項

四の二  間伐立木材積その他間伐及び保育に関する事項

四の三  公益的機能別施業森林の区域（以下「公益的機能別施業森林区域」という。）

の基準その他公益的機能別施業森林の整備に関する事項

五  林道の開設及び改良に関する計画、搬出方法を特定する必要のある森林の所在及び

その搬出方法その他林産物の搬出に関する事項

五の二 森林施業の共同化その他森林施業の合理化に関する事項

六  樹根及び表土の保全その他森林の土地の保全に関する事項

七  保安林の整備、第四十一条の保安施設事業に関する計画その他保安施設に関する事

項

八  その他必要な事項

３ 第四条第三項の規定は、地域森林計画に準用する。

４  都道府県知事は、森林の現況、経済事情等に変動があつたため必要と認めるときは、

地域森林計画を変更することができる。

（地域森林計画の案の縦覧等）

第六条  都道府県知事は、地域森林計画をたて、又はこれを変更しようとするときは、あ

らかじめ、農林水産省令で定めるところにより、その旨を公告し、当該地域森林計画の

案を当該公告の日から三十日間公衆の縦覧に供しなければならない。

２  前項の規定による公告があつたときは、当該地域森林計画の案に意見がある者は、同

項の縦覧期間満了の日までに、当該都道府県知事に、理由を付した文書をもつて、意見

を申し立てることができる。

３  都道府県知事は、第一項の縦覧期間満了後、当該地域森林計画の案について、都道府

県森林審議会及び関係市町村長の意見を聴かなければならない。この場合において、当

該地域森林計画の案に係る森林計画区の区域内に第七条の二第一項の森林計画の対象と

なる国有林があるときは、都道府県知事は、併せて関係森林管理局長の意見を聴かなけ

ればならない。
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４  都道府県知事は、前項の規定により地域森林計画の案について都道府県森林審議会の

意見を聴く場合には、第二項の規定により申立てがあつた意見の要旨を都道府県森林審

議会に提出しなければならない。

５  都道府県知事は、地域森林計画をたて、又はこれを変更しようとするときは、農林水

産省令で定めるところにより、農林水産大臣に協議しなければならない。この場合にお

いて、当該地域森林計画に定める事項のうち、前条第二項第二号の森林の整備及び保全

の目標、同項第三号の伐採立木材積、同項第四号の造林面積、同項第四号の二の間伐立

木材積、同項第五号の林道の開設及び改良に関する計画並びに同項第七号の保安林の整

備及び保安施設事業に関する計画については、農林水産大臣の同意を得なければならな

い。

６  都道府県知事は、地域森林計画をたて、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これ

を公表するとともに、関係市町村長に通知し、かつ、農林水産大臣に報告しなければな

らない。この場合においては、第二項の規定により申立てがあつた意見の要旨及び当該

意見の処理の結果を併せて公表しなければならない。

森林病害虫等防除法

（昭和二十五年三月三十一日法律第五十三号）

（高度公益機能森林及び被害拡大防止森林の区域の指定）

第七条の五  都道府県知事は、特定原因病害虫により当該都道府県の区域内にある特定森

林に発生している被害の状況からみて、松くい虫等を駆除し、又はそのまん延を防止す

ることにより、森林資源として重要な特定森林を保護し、及びその有する機能を確保す

るため特に必要があると認めるときは、松くい虫等の種類ごとに、民有林である特定森

林について高度公益機能森林及び被害拡大防止森林の区域を指定しなければならない。

２  都道府県知事は、高度公益機能森林及び被害拡大防止森林の区域を指定し、又はこれ

を変更しようとするときは、都道府県森林審議会及び関係市町村長の意見を聴くととも

に、農林水産大臣に協議し、その同意を得なければならない。

３  高度公益機能森林及び被害拡大防止森林の区域の指定又は変更については、第七条の

三第四項の規定を準用する。
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森林法

（昭和二十六年六月二十六日法律第二百四十九号）

（開発行為の許可） 

第十条の二  地域森林計画の対象となつている民有林（第二十五条又は第二十五条の二

の規定により指定された保安林並びに第四十一条の規定により指定された保安施設地

区の区域内及び海岸法 （昭和三十一年法律第百一号）第三条 の規定により指定された

海岸保全区域内の森林を除く。）において開発行為（土石又は樹根の採掘、開墾その他

の土地の形質を変更する行為で、森林の土地の自然的条件、その行為の態様等を勘案し

て政令で定める規模をこえるものをいう。以下同じ。）をしようとする者は、農林水産

省令で定める手続に従い、都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、次の

各号の一に該当する場合は、この限りでない。  

一 国又は地方公共団体が行なう場合 

二 火災、風水害その他の非常災害のために必要な応急措置として行なう場合 

三 森林の土地の保全に著しい支障を及ぼすおそれが少なく、かつ、公益性が高いと認

められる事業で農林水産省令で定めるものの施行として行なう場合  

２  都道府県知事は、前項の許可の申請があつた場合において、次の各号のいずれにも

該当しないと認めるときは、これを許可しなければならない。  

一  当該開発行為をする森林の現に有する土地に関する災害の防止の機能からみて、当

該開発行為により当該森林の周辺の地域において土砂の流出又は崩壊その他の災害を

発生させるおそれがあること。  

一の二  当該開発行為をする森林の現に有する水害の防止の機能からみて、当該開発行

為により当該機能に依存する地域における水害を発生させるおそれがあること。 

二  当該開発行為をする森林の現に有する水源のかん養の機能からみて、当該開発行為

により当該機能に依存する地域における水の確保に著しい支障を及ぼすおそれがある

こと。  

三  当該開発行為をする森林の現に有する環境の保全の機能からみて、当該開発行為に

より当該森林の周辺の地域における環境を著しく悪化させるおそれがあること。 

３  前項各号の規定の適用につき同項各号に規定する森林の機能を判断するに当たつて

は、森林の保続培養及び森林生産力の増進に留意しなければならない。 

４ 第一項の許可には、条件を附することができる。 

５ 前項の条件は、森林の現に有する公益的機能を維持するために必要最小限度のもの

に限り、かつ、その許可を受けた者に不当な義務を課することとなるものであつてはな

らない。 

６  都道府県知事は、第一項の許可をしようとするときは、都道府県森林審議会及び関係

市町村長の意見を聴かなければならない。
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森林審議会に係る法令（抜粋）

森林法

第六十八条 都道府県に都道府県森林審議会を置く。

２ 都道府県森林審議会は、この法律又は他の法令の規定によりその権限に属させられた

事項を処理するほか、この法律の施行に関する重要事項について都道府県知事の諮問に

応じて答申する。

３  都道府県森林審議会は、前項に規定する事項について、関係行政庁に建議することが

できる。

第六十九条  削除

（組織）

第七十条 都道府県森林審議会は、委員十五人以内で組織する。

２ 委員は、第六十八条第二項に規定する事項に関し学識経験を有する者のうちから、都

道府県知事が任命する。

３  委員の任期は、二年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再

任を妨げない。

４  委員は、非常勤とする。

（会長）

第七十一条  都道府県森林審議会の会長は、前条第一項の委員が互選した者をもつて充て

る。

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

３ 会長に事故があるときは、第一項の委員が互選した者がその職務を代行する。

第七十二条  削除

（政令への委任）

第七十三条  この法律に定めるもののほか、都道府県森林審議会の組織及び運営に関し必

要な事項は、政令で定める。

森林法施行令

（都道府県森林審議会の部会）

第七条 都道府県知事は、必要があると認めるときは、都道府県森林審議会に部会を置き、

その所掌事務を分掌させることができる。

２ 部会に部会長を置き、会長が指名する委員をもつて充てる。

３ 委員の所属部会は、会長が定める。

４  都道府県森林審議会が特に定めた事項については、部会の決議をもつて総会の決議と

することができる。
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附属機関等の設置及び会議公開等運営に関する 要綱 

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の要綱は、 附属機関及び懇話会・ 協議会等の適正な 設置と 円滑な 運営に関し 、

必要な 事項を 定める と と も に 、 神奈川県情報公開条例（ 平成12年神奈川県条例第26号。

以下「 情報公開条例」 と い う 。） に 規定する 附属機関の会議の公開並びに 附属機関の会

議の資料、 報告書及び議事録の公表に関する 具体的な 手続等を 定める も のと する 。

（ 定義）  

第２ 条 こ の要綱において 、「 附属機関」 と は、 地方自治法（ 昭和 22 年法律第 67 号） 第

138 条の４ 第３ 項の規定によ り 、 調停、 審査、 諮問又は調査を 目的と し て 、 附属機関の

設置に関する 条例（ 昭和 28 年神奈川県条例第５ 号） に基づき 設置する も の及び法律に

よ り 設置が義務付けら れ設置する も のを いう 。  

２  こ の要綱において 「 懇話会・ 協議会等」 と は、 有識者等の意見を 聴取し 、 又は、 有識

者等と の意見交換を 行い、 そ の結果を 県行政に反映さ せる こ と を 主な 目的と し て 、 法律

又は条例の規定に基づかず、 要綱等によ り 設置する も のを いう 。  

（ 附属機関の設置）  

第３ 条 附属機関の設置に当たっ て は、 次の事項に留意する も のと する 。

( 1) 附属機関の所掌事務は、 設置目的を 踏ま え て 広い視野から の審議等がで き る よ う 適

切な 範囲のも のと する 。

( 2)  附属機関の委員（ 以下「 委員」 と いう 。） の数は、 20 人以内と する 。 た だ し 、 委員

の数が法律又はこ れに基づく 命令（ 以下「 法令」 と いう 。） に定めがある な ど 特別の事

情がある と 認めら れる 場合には、 こ の限り で な い。

（ 附属機関の委員の任命）  

第４ 条 委員の任命は、 設置目的に応じ て 、 県民の幅広い意見及び専門的視点から の意見

の反映並びに公正性の確保等を 図る た め、 次の事項に留意する も のと する 。

( 1) 附属機関の機能が十分に発揮さ れる よ う 、 広く 各界各層の中から 適切な 人材を 選任

する も のと する 。

( 2) 女性の登用につい て は、「 審議会等の委員への男女共同参画推進要綱」 に、 外国籍

県民の登用について は、「 外国籍県民の懇話会委員等への登用促進指針」 に、 障害当事

者等の登用について は、「 審議会等への障害当事者等の参画促進要綱」 によ る も のと す

る 。  

( 3) 審議等の項目が市町村に関連する も のにあっ て は、市町村職員（ 市町村長を 含む｡）

を 委員に任命する よ う 努める も のと する 。

( 4) 委員には、 県職員及び県職員で あ っ た 者を 任命し な いも のと する 。 た だ し 、 法令、

条例、 規則、 規程、 告示等に定めがある な ど 特別の事情がある と 認めら れる 場合は、

こ の限り で はな い。  

( 5) 委員を 再任する 場合は、 そ の在任期間が引き 続き 10 年を 超え な いこ と と する 。

( 6) 複数の附属機関において 同一人を 重複し て 委員に任命し よ う と する 場合は、 ４ 機関
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ま で と する 。

( 7) 県民参加の促進や新し い人材の活用の観点から 、 必要に応じ て 委員の公募に努める

こ と と する 。

２  前項第５ 号及び第６ 号の規定は、 委員に任命し よ う と する 者が次の各号のいずれかに

該当する 場合には適用し な い も のと する 。  

( 1) 市町村長、 県議会議員、 当該附属機関の所掌事務に密接な 関連を 有する 団体を 代表

する 者又はこ れら に準ずる と 認めら れる 者で ある 場合 

( 2) 専門的な 知識、 経験等を 有する 者が他に得ら れな いな ど 特別な 事情がある と 認めら

れる 場合 

（ 附属機関の運営）  

第５ 条 附属機関の運営に当たっ て は、 効果的、 効率的に行い、 次の事項に留意する も の

と する 。

( 1) 会議の開催は、 必要最小限に留める 。

( 2) 会議の資料は、 原則と し て 、 開催前に配付する 。

( 3) 審議経過等が明確と な る よ う 議事録を 作成し 、 原則と し て 、 発言者を 記載する こ と

と する 。

な お、 議事録の形式は、 発言の全内容を 記載する 議事録又は発言内容を 要約する 議

事録と し 、 当該附属機関の決定によ り 選択する も のと する 。  

（ 会議の非公開の決定）  

第６ 条 情報公開条例第25条た だ し 書の規定によ り 、 附属機関が会議を 公開し な いこ と を

決定する 場合は、 附属機関の長が当該会議に諮っ て 行う も のと する 。  

２  附属機関は、 会議の全部又は一部を 非公開と する こ と を 決定し た場合は、 その理由を

明ら かにし な ければな ら な い。

（ 公開の方法等）  

第７ 条 附属機関の会議の公開は、 会議の傍聴を 希望する 者に、 当該会議の傍聴を 認める

こ と によ り 行う も のと する 。  

２  附属機関は、 会議の傍聴を 認める 定員を あら かじ め定める と と も に、 会場に一定の傍

聴席を 設ける も のと する 。  

３  附属機関は、 会議の傍聴者に会議資料を 提供する も のと する 。 ただ し 、 資料が貴重、

高額、 大量で ある な ど の理由によ り 、 会議資料を 提供で き な い場合について は、 審議事

項が分かる 資料の提供に代え る こ と も で き る も のと する 。  

４  附属機関は、 会議を 公開する に当た っ て は、 会議が公正かつ円滑に行われる よ う 、 傍

聴に係る 手続及び遵守事項を 記載し た 傍聴要領を 定める も のと する 。

（ 会議開催の周知）  

第８ 条 附属機関の庶務を 担当する 室課所の長（ 以下「 所管室課所長」 と いう 。） は、 会議

が開催さ れる 日の１ 週間前ま で に、「 審議会等の会議開催予定」（ 様式１ ） を 県ホ ームペ

ージ に掲載する も のと する 。 ま た 、 他の適切な 方法によ り 県民及び報道機関に対する 周

知に努める も のと する 。 ただ し 、 年度を 通じ て 会議を 非公開と する こ と を 決定し た 場合
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のほか、 会議を 緊急に開催する 必要が生じ た と き 等やむを 得な い場合はこ の限り で な い。 

（ 審議結果等の公表）

第９ 条 所管室課所長は、 会議の公開、 非公開にかかわら ず、 会議の終了後、 翌日（ 閉庁

日の場合はそ の次の日） ま で に「 審議（ 会議） 速報」（ 様式２ ） を 、 ３ 週間を 目途に「 審

議（ 会議） 結果」（ 様式３ ） を 県ホ ームページ に掲載する も のと する 。

２  前項の「 審議（ 会議） 結果」（ 様式３ ） には、 第５ 条に規定する 議事録を 掲載する こ と

と する 。 た だ し 、 会議が非公開と さ れた 場合において 、 議事録を 掲載する こ と によ り 公

正又は円滑な 会議の運営に支障がある と 判断さ れる 場合は、 議事録に代え て 「 審議（ 会

議） 速報」（ 様式２ ） に掲載し た「 会議の議題及び結果」 に準じ た 議事の概要（ 以下「 議

事概要」 と いう 。） を 掲載する こ と がで き る も のと する 。 議事概要を 掲載する 場合は、「 審

議（ 会議） 結果」（ 様式３ ） にそ の理由を 明示する も のと する 。

３  所管室課所長は、 会議が公開と さ れた 場合に は、 会議の資料を 「 審議（ 会議） 結果」

（ 様式３ ） と 併せて 、 県ホームページ に掲載する も のと する 。 た だ し 、 資料の掲載が困

難で ある と 認めら れる 場合は、 所管室課所において 資料を 保管し 、 県民等の求めに応じ

て 閲覧さ せる こ と よ り 対応で き る こ と と する 。  

４  所管室課所長は、 附属機関から 、 審議等の内容を 取り ま と めた 報告書等が提出さ れた

場合は、 県ホ ームページ に掲載する も のと する 。  

５  「 審議（ 会議） 速報」（ 様式２ ）、「 審議（ 会議） 結果」（ 様式３ ）、 会議資料及び報告書

等の公表期間は、 会議を 行っ た 日が属する 年度及びそ の翌年度と する 。  

６  所管室課所長は、 附属機関を 設置し た 場合には、 名称、 設置根拠及び所掌事務等を 説

明する 資料と し て 、 速やかに 「 附属機関の概要」（ 様式４ ） を 県ホ ームページ に掲載す

る も のと する 。  

７ 前項で 掲載し た 内容に変更があっ た 場合は、 速やかに 内容を 修正する も のと する 。

８  各様式、 会議資料及び報告書等の公表に当たっ て は、 情報公開条例第５ 条各号に該当

する 事項の取扱いに十分留意する も のと する 。 ま た 、 委員の個人情報（ 氏名、 職業、 地

位、 会議の出欠、 会長等の別等） を 県ホームページ 等で 公表する 場合は、 方法及び内容

について 、 事前に本人の了承を 得る も のと する 。  

（ 附属機関の設置等の見直し ）  

第 10 条 既に設置さ れて いる 附属機関で 、次の各号のいずれかに該当する も のについて は、

廃止又は統合を 検討する も のと する 。

( 1) 所期の目的を 達し た も の

( 2) 社会経済情勢の変化等によ り 著し く 必要性が低下し て き た も の

( 3) 活動が著し く 不活発な も の

( 4) 他の行政手段等で 対応可能な も の

( 5) 設置目的、 所掌事務及び委員が他の附属機関と 類似又は重複し て いる も の

( 6) 行政の総合性、 効率性の確保の見地から 統合が望ま し いも の

２  法律によ り 設置が義務付けら れて いる 附属機関で あっ て 、 前項各号のいずれかに該当

する も のについて は、 国に対し そ の改善を 要請する も のと する 。  

（ 懇話会・ 協議会等の設置）
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第 11 条 懇話会・ 協議会等の設置に当たっ て は、 次の事項に留意する も のと する 。

( 1) 懇話会・ 協議会等の適切な 運営を 図る た め、 要綱等に おいて 、 設置目的、 意見聴取

等を 行う 事項及び設置期間並びに構成員の数、 選任区分及び選任期間を 明ら かにする

も のと する 。  

( 2)  懇話会・ 協議会等の構成員（ 以下「 構成員」 と いう 。） の数は、 15 人以内と する 。

た だし 、 幅広く 各界の意見を 求める 必要がある な ど 、 特別の事情がある と 認めら れる

場合は、 こ の限り で な い。  

( 3) 懇話会・ 協議会等は、 有識者等の意見聴取又は有識者等と の意見交換の場で ある こ

と から 、 要綱等の策定に当た っ て は、 懇話会・ 協議会等の名称と し て 、「 審議会」、「 審

査会」、「 調査会」 等の表現を 用いな い も のと する 。 ま た 、 設置目的等には、「 審議」、

「 諮問」、「 答申」、「 建議」 等の表現を 用いな いも のと する 。

（ 懇話会・ 協議会等の会議の公開）  

第 12 条 懇話会・ 協議会等の会議の公開は、 情報公開条例第 25 条の規定を 準用する も の

と する 。

（ 懇話会・ 協議会等の構成員の選任等）  

第 13 条 構成員の選任及び懇話会・ 協議会等の運営等に当た っ て は、 第４ 条（ 第１ 項第７

号を 除く 。） から 第９ 条ま で の規定を 準用する も のと する 。 こ の場合におい て 、 第９ 条

第６ 項中「「 附属機関の概要」（ 様式４ ）」 と ある のは、「「 懇話会・ 協議会等の概要」（ 様

式５ ）」 と 読み替え る も のと する 。  

２ 構成員の選任に当た っ て は、 原則と し て そ の一部を 公募する も のと する 。

３  構成員の公募に当た っ て は、 公募を 行う 趣旨を 踏ま え 、 第４ 条第１ 項第５ 号及び第６

号並びに同条第２ 項の規定を 準用せず、 次の事項に留意する も のと する 。  

( 1) 県議会議員並びに他の附属機関の委員及び懇話会・ 協議会等の構成員で ある 者につ

いて は、 選任し な いも のと する 。

( 2) 当該懇話会・ 協議会等において 公募によ り 選任さ れた 構成員の再任は、 認めな いも

のと する 。 た だ し 、 案件によ り 引き 続き 同一の構成員から 意見聴取等を 行う 必要があ

る 場合、 公募を 行っ た が適任者を 選任で き な かっ た 場合等、 運営上やむを 得な い場合

を 除く も のと する 。  

４ 特別職の地方公務員で ある 委員と の区分の明確化を 図る ため、 構成員の選任に当た っ

て は、「 委嘱」、「 任命」 等の公務員の身分を 付与する 表現を 用いな いも のと する 。

５  懇話会・ 協議会等は、 有識者等の意見聴取又は有識者等と の意見交換の場で ある こ と

から 、 懇話会・ 協議会等の運営に当た っ て は、 次の事項に留意する も のと する 。  

( 1)  構成員に意見を 求める 場合は、「 審議」、「 諮問」 等の表現を 用いな いも のと する 。

( 2) 構成員から 聴取し た 意見を 取り ま と めた 結果について は、「 答申」、「 建議」 等の表

現を 用いな いも のと する 。  

６ 懇話会・ 協議会等の見直し に当た っ て は、 第 10 条第１ 項を 準用する も のと する 。

（ 全庁的調整）  

第 14 条 人事課長は、 附属機関の設置及び運営に関し 、 ま た 、 行政管理課長は、 懇話会・

協議会等の設置及び運営に関し 、 次の事項の全庁的な 調整を 行う も のと する 。
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( 1) 設置、 廃止及び統合に関する こ と 。

( 2) 委員の任命又は構成員の選任に関する こ と 。

２ 各局総務室長等は、前項各号に規定する 事項について 、局内の調整を 行う も のと する 。

３  所管室課所長は、 委員の任命に当た り 、 第３ 条第２ 号た だ し 書並びに第４ 条第１ 項第

４ 号た だ し 書及び第２ 項第２ 号に該当する 場合には、 総務室長等を 通じ て 、 人事課長に

事前相談を 行う と と も に、 任命する と き は、 総務室長等及び人事課長に回議する も のと

する 。 ただ し 、 人事課長が別に指定し た 場合はこ の限り で はな い。  

４ 所管室課所長は、構成員の選任に当た り 、第 13 条第１ 項において 準用する 第４ 条第１

項第４ 号た だ し 書に該当する 場合には、 総務室長等を 通じ て 、 行政管理課長に事前相談

を 行う も のと する 。  

５  各局総務室長等は、 行政管理課長が別に依頼する と こ ろ によ り 、 毎年４ 月１ 日現在の

附属機関並びに懇話会・ 協議会等の設置及び運営の状況並びに委員及び構成員の状況に

ついて 、 報告する も のと する 。  

附 則 

（ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 平成７ 年９ 月５ 日から 施行する 。

（ 通知の廃止）  

２  昭和 58 年２ 月４ 日付け行第７ 号総務部長通知は、 廃止する 。

（ 経過措置）  

３ 第４ 条（ 第８ 条において 準用する 場合を 含む。） について は、 附属機関及び懇話会・ 協

議会等の委員・ 構成員の次期改選期から 適用する 。

附 則 

（ 施行期日）  

こ の要綱は、 平成９ 年４ 月１ 日から 施行する 。

附 則 

（ 施行期日）  

こ の要綱は、 平成 11 年６ 月１ 日から 施行する 。

附 則 

（ 施行期日）  

こ の要綱は、 平成 14 年４ 月１ 日から 施行する 。

附 則 

（ 施行期日）

１ こ の要綱は、 平成 17 年９ 月１ 日から 施行する 。

２ こ の要綱の施行に伴い、「 附属機関の会議等の公開に関する 指針」 は、 廃止する 。

附 則 

（ 施行期日）
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１ こ の要綱は、 平成 19 年６ 月 15 日から 施行する 。

附 則 

（ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 平成 19 年 11 月１ 日から 施行する 。

（ 経過措置）  

２ 第 13 条第２ 項の適用について は、 構成員の次期改選期から 適用する 。

附 則 

（ 施行期日）  

こ の要綱は、 平成 20 年 12 月３ 日から 施行する 。

附 則 

こ の要綱は、 平成 21 年４ 月１ 日から 施行する 。

附 則 

こ の要綱は、 平成 22 年４ 月１ 日から 施行する 。

附 則 

（ 施行期日）

１  こ の要綱は、 平成 22 年６ 月１ 日から 施行する 。

（ 経過措置）  

２  第４ 条第１ 項第４ 号（ 第13条第１ 項において 準用する 場合を 含む。） の県職員で あっ た

者への適用並びに第14条第３ 項及び第４ 項の規定について は、 委員及び構成員の次期改

選期から 適用する 。  

３ 第13条第３ 項第１ 号の規定について は、 構成員の次期改選期から 適用する 。

附 則 

こ の要綱は、 平成 23 年４ 月１ 日から 施行する 。

附 則 

こ の要綱は、 平成 24 年５ 月 16 日から 施行する 。

附 則 

こ の要綱は、 平成 25 年４ 月１ 日から 施行する 。

附 則 

こ の要綱は、 平成 25 年４ 月 25 日から 施行する 。

附 則 

こ の要綱は、 平成 27 年６ 月１ 日から 施行する 。
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附 則 

こ の要綱は、 平成 28 年 12 月 22 日から 施行する 。

附 則 

こ の要綱は、 平成 29 年６ 月 20 日から 施行する 。

附 則 

こ の要綱は、 平成 30 年２ 月 16 日から 施行する 。
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神奈川県森林法施行細則（抜粋） 

（審議会の委員） 

第１条 神奈川県森林審議会（以下「審議会」という。）の委員の定数は、15人以内と

する。 

（審議会の会議） 

第２条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会の会議は、委員の２分の１以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

（審議会の庶務） 

第３条 審議会の庶務は、環境農政局緑政部森林再生課において処理する。 

（会長への委任） 

第４条 前３条に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会

に諮って定める。 
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   神奈川県森林審議会運営要領 

（趣旨） 

第１条  この要領は、森林法（昭和26年6月26日法律第249号）第68条の規定 

に基づき、神奈川県森林審議会（以下「審議会」という。）の運営に関する

事項を定めるものとする。 

（職務代行者） 

第２条  法第71条第３項の規定に基づき、会長はその職務を代行する者をあら

かじめ委員の中から指名するものとする。 

（議事録） 

第３条  審議会の議事については、議事録を作成して保管して置かなければ  

ならない。 

２  議事録には、議長が指名した2 人の委員が署名するものとする。 

（委任） 

第４条  この要領に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は会  

長が審議会に諮って定める。 

附  則  この要領は昭和51年 4月 1日から施行する。 

附 則 この要領は平成11年 6月 1日から施行する。 

附 則 この要領は平成17年 4月 1日から施行する。 

附 則 この要領は平成22年 4月 1日から施行する。 

附 則 この要領は平成26年 4月 1日から施行する。 
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